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対

被告　株式会社三菱銀行

[事実の概要]

　原告Ｘ１会社は、訴外Ａ県企業庁が開発している工業団地に新工場設置の計画（以下「本件工場進出計画」という）を立て、昭和６３年９月頃、メインバンクであった被告Ｙ銀行に設備資金約３４億円の融資を申し込んだ。Ｙ銀行は当初、年商約５億３０００万円のＸ１会社にとって過大な設備投資であると融資に難色を示したが、結局土地購入代金３億７０００万円のみ融資することを認め（以下「本件融資」という）、同年１１月７日にＹ銀行支店長訴外Ｂを通じてその旨をＸ１会社の代表者原告Ｘ２に伝えたうえ、同月９日、Ａ県企業庁提出用に、融資金額、借入期間、年率、担保、保証人等につき具体的に記載した融資証明書（以下「本件融資証明書」という）をＸ１会社に交付した。

　Ｘ１会社はＹ銀行での稟議と前後して、Ａ県企業庁への工場用地譲受の申込や残額資金の調達の検討を行っていたが、本件融資証明書が交付された頃、Ｘ１会社が訴外Ｃ銀行にメインバンクを移行し、Ｃ銀行がＸ１会社の債務を肩代わりする話が浮上したとの情報がＹ銀行に伝わった。このことを知ったＢは同年１１月１１日、Ｘ１がメインバンクをＣ銀行に移行するならばそれもやむを得ないとＹ銀行は考えている旨Ｘ２に告げたところ、Ｘ２がこれを受容する様に見えたため、ＢはＸ１会社が本件融資を撤回し取引をＣ銀行に移行させるものと理解したが、実際にはＸ１会社とＣ銀行との関係は融資の打診が行われる程度以上のものではなく、Ｘ１等がメインバンクの変更を決断していたわけでもなかった（なお、第１審は、Ｘ２がＢに対してメインバンクの変更の話をしたとしか考えられないがそれはＹ銀行の融資を促すためであったとし、第２審はそもそもメインバンク変更の話があったとは認められないとしており、認定が異なっている）。さらにＹ銀行は、同日及びその後においても、既に発行していた本件融資証明書の返還を求めることをせず、その扱いに言及することもしなかった。

　それから１０日後の同月２１日、Ｘ２はＢに対して、メインバンクの支援がなければ訴外Ｄ銀行からの資金調達が得られないとの理由により、Ｙ銀行からの本件融資を実行してくれるよう重ねて依頼し、Ｂは前記の経緯とＸ２の説明から近い将来Ｃ銀行による肩代わりが行われるまでのつなぎ融資の申入れと理解して、この申入れを承諾した。なお、同月３０日にＸ２とＹ銀行副支店長訴外ＥとがＡ県企業庁に赴いて契約や代金支払等についての説明を受けた際、ＥはＡ県の担当者に対して売買代金をＹ銀行が間違いなく送金する旨確約している。

　ところが、Ｘ１会社の土地譲受の申込がＡ県の土地分譲委員会の審査を通過した同年１２月８日、Ｘ１会社に対するＣ銀行による肩代わりの話が全く進捗していないことが判明したため、ＢはＸ２に対してそれであれば本件融資は一切できない旨通告した（以下「本件融資拒絶」という）。このためＸ１会社は、保有株式の売却、Ｙ銀行からの短期貸付及び訴外Ｆ信用組合からの借入等により急遽資金を捻出してＡ県企業庁への土地売買代金を支払った（正式な契約の締結は１２月１３日）。同月１２日、Ｘ１会社はＹ銀行に対し本件工場進出計画の縮小を申し出て、Ｙ銀行もこれを前向きに検討する姿勢を示したが、Ｘ１会社が既に発注していた訴外Ｇ建設会社に対する建設工事計画は変更不可能な状況にあり、結局Ｘ１会社はＤ銀行からの借入によりＧ建設に対する請負代金を支払った（正式な契約の締結は１２月２７日）。その後、同月２８日にＣ銀行の系列機関訴外Ｈファイナンスから融資承諾がなされ、又、同月３０日にはＹ銀行から本件融資を行う用意があるとの通知がなされたが、Ｘ１会社はいずれもこれを断り、翌年１月に入って本件工場進出計画を最終的に断念するに至った。

　本件は以上の経緯の下、Ｘ１等がＹ銀行に対し、Ｘ１会社とＹ銀行との間には融資契約が成立しており、Ｙ銀行の本件融資拒絶はＸ１会社及びＸ２に対する不法行為にあたる、と主張して、Ｘ１会社について土地売買代金や請負代金等の出捐、Ｙ銀行及び他行からの融資等による損害合計約３億６０００万円、Ｘ２について健康を害したことによる慰謝料約１２００万円の支払いを求めたものである。

 [判旨]
一部請求認容。

一　Ｘ１会社とＹ銀行との間には融資予約契約が成立しており、「Ｙ銀行はＸ１会社の予約完結の意思表示により所定の内容で融資を実行すべき義務を負うものと解せられ、」本件のような状況下にあって「正当な事由なくＹ銀行の恣意によってこれを破棄し、あるいは重大な落ち度に基づきこれを履行しないことは、単なる債務不履行にとどまらず、不法行為を構成する」。

二　本件融資拒絶をもたらしたのは、１２月２１日にＹ銀行が承諾した本件融資について、Ｘ等とＹ銀行とで融資の性格につき認識の不一致が生じたためであり、「右のような認識の不一致を生じた原因は、Ｙ銀行が既に発行した融資証明書を回収するどころか、その後の経過においても右融資証明書に全く言及せず、これを提出したＡ県企業庁にもＥがＸ２に同行し、Ａ企業庁の担当者に対し、Ｙ銀行支店から間違いなく土地分譲代金を送金する旨確約するなど、当然融資証明書どおりの融資が実行されるものとＸ２においで信じるのが当然であるような言動をとっていたためであり、この点に関する非は専らＹ銀行支店の側にあると認められる。」又、本件融資証明書に対するＹ銀行の取扱いからすれば、「Ｃ銀行による債務肩代わりの件は、一方的なＹ銀行支店側の思い込みに止まり、Ｘ１会社側に客観的に明示されたとは認め難い。」そうすると、Ｙ銀行は正当な理由なく本件融資拒絶をなしたものであり、「Ｙ銀行の右不当な融資拒絶は、Ｘ１らに対する違法な権利侵害行為とみるのが相当である。」

三　しかし、「Ｙ銀行支店は再び３億７０００万円を当初の計画どおりＸ１会社に融資することを決め、その旨Ｘ１会社に通知しており」、事実上本件「融資拒絶は撤回されたのと同じ結果になり、」又、Ｘ１会社は他の金融機関から融資ないし融資承諾を受けていたから、「Ｘ１会社が当初予定計画を実行するうえで、Ｙ銀行の融資拒絶は何らその妨げになるものではなかったといわざるを得ない」。従って、本件融資拒絶による「Ｘ２の心労が本件工場進出計画を中止したことの一つの原因であったとしても、右工場進出計画の中止とＹ銀行の融資拒絶との間に相当因果関係はない」として、Ｘ１会社については収入印紙代等の一部、Ｘ２については慰謝料の一部、合計約１５０万円についてのみ請求を認容した。
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